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1. はじめに 

人々が自宅から日常生活で必要とするあらゆる施設・

サービスへ徒歩，自転車，公共交通機関を使用して 15

分以内でアクセスできる 15minute city（15 分都市）コ

ンセプトが 2020 年にフランスのパリで取り入れられ

た．15 分都市は，2016 年に Carlos Moreno et al1)によっ

て提唱され，人を中心に据え，CO2 排出量が少ないパ

ーソナルモビリティを主な移動手段とする都市計画のコ

ンセプトである．そのため，歩行者空間におけるにぎわ

い創出がもたらす地域コミュニティの活性化や，自家用

車の使用頻度低減による気候変動抑制の一助となること

が見込まれ，持続可能な都市計画の一例として注目され

ている 1),2) ．  

我が国では，これらの持続可能な都市空間の活用可能

性の議論に加えて，Covid-19 の感染拡大に伴うテレワー

クの普及等，より柔軟な働き方に対応した快適な都市環

境へのニーズが高まっている．具体的には，運動不足解

消・交流やビジネスの場として，グリーンインフラ，オ

ープンスペースが市内全域に配置されることが望ましい．

国土交通省では，このような様々なニーズに対応できる

ウォーカブルなまちづくり，コンパクトシティの推進の

重要性を示している．3)また，札幌市では，「第 2 次札幌

市都市計画マスタープラン」4)を策定しており，札幌市

における都市づくり全体の基本目標の 1 つに市街地の範

囲を現状の市街化区域とすることを基本とした上で，住

宅地では日常的な生活利便機能が立地し，都心や地域交

流拠点では多くの人が利用する施設の集積を図るコンパ

クトな都市を目指している．5) 

15 分都市に関する既存研究は国内外においていくつ

か 6),7),8)挙げられている．清水ら 6)は，東京 PT 調査にお

ける実際の移動時間データより，地域・移動目的別に

15 分以内の移動実態を比較し，東京都市圏における 15

分都市の実現実態を把握している．Min Weng et al.7)は，

NBSC（National Bureau of Statistics of China）などのデー

タベースと調査紙を併用して，上海市内でのウォーカビ

リティを測定し，15 分以内の徒歩圏における社会的不

平等を明らかにしている．Lamia Abdelfattaha et al.8)は，

ISTAT（International Society of Transport Aircraft Trading）

などのデータベースを用いて，GIS ベースでミラノ市が

15 分都市になる可能性を需要側の要因（人口分布）と

供給側の要因（施設の近接性）の両方から検証している．

本研究では，札幌都市圏が 15 分都市のコンセプトを取

り入れ，徒歩 15 分圏内で日常的な生活利便機能のニー 

 

ズを満たせるかを確認する．各種データベースより得ら

れる生活利便施設別ポイントデータと 100m メッシュ人

口データを用いて，居住する住民の各施設へのアクセス

距離及び徒歩 15 分圏内の各施設種類数を算出し，ジニ

係数とローレンツ曲線を用いてアクセシビリティ及び集

積性を評価した． 

 

2. 使用データ 

2.1 建物ポイントデータ 2019 

株式会社ゼンリンが全国の建物の経度・緯度情報，面

積，業種などをまとめたデータである．本研究では札幌

市内における飲食店のポイントデータを使用する. 

2.2 i タウンページ 9) 

NTT タウンページ株式会社が「番号情報データベー

スシステム」から提供された掲載情報をもとに，日本全

国のお店・施設・会社情報を探せる検索サイトである．

本研究では，i タウンページより，スーパーマーケット

やコンビニエンスストアなどの食料品取扱施設，銀行・

郵便局のデータを取得し，東京大学空間情報科学研究セ

ンターが提供する「CSVアドレスマッチングサービス」

を用いて緯度・経度の座標を付与したデータを使用する.   

2.3 国土数値情報 10) 

国土交通省が提供する地形，土地利用，公共施設など

の国土に関する空間情報のデータベースである．本研究

では札幌市内における学校，医療機関，福祉施設，文化

施設，都市公園のポイントデータを使用する. 

2.4 令和 2 年簡易 100mメッシュ人口データ 11)  

東京大学空間情報科学研究センターの西澤明氏が令和

2 年国勢調査の 250m メッシュ集計の人口を 100m メッ

シュに按分し，作成したデータである．本研究では,札

幌市における粒度 100m メッシュの人口データを用いる． 

図-1 札幌市における土地利用分布及び人口分布 
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 3. 分析方法 

3.1 生活利便施設の概要 

 居住者が快適な都市生活を送る上で欠かせない生活

利便施設を飲食店，食料品取扱施設，金融施設，教育施

設，医療施設，福祉施設，文化施設，都市公園の 8 つと

し，その概要を表-1 に示す． 

3.2 生活利便施設の多様性 

100m メッシュ内に生活利便施設が存在する場合，メ

ッシュ内の重心に施設情報を付与し，2 メッシュ間のマ

ンハッタン距離が近いものから探索を実行した．探索範

囲は 2km とする．探索メッシュ内に対象施設が存在す

る場合探索を終了し，市街化区域内の居住区域26,017メ

ッシュの各施設に対する最短アクセス距離を推計し，徒

歩 15 分圏内の施設種類数を求め，施設の近接性を可視

化した．なお，徒歩 15 分圏内は人の平均歩行速度を

4km/h としたときに 15 分以内に移動可能な距離である

1km とする．徒歩 15 分圏内の施設種類数の都市内分布

を図-2に示す．また，各施設への最短アクセス距離の分

布および平均値を図-3 に示す． 

3.3 生活利便施設分布の集中性とアクセスの機会 

生活利便施設情報，100ｍメッシュ人口データを付与

した重心データを用いて，まず，市内の居住区域 26,017

メッシュそれぞれにおける徒歩 15 分圏内のメッシュの

各施設数の総数を求めた．次に，人口分布，徒歩 15 分

圏内の施設の総数を用いたローレンツ曲線，ジニ係数に

より施設分布の集中性を確認した．ローレンツ曲線とは，

偏在の程度を示すグラフである．本研究では，ローレン

ツ曲線の縦軸と横軸の定義は，それぞれ全メッシュ

(26017点）の相対メッシュ数とソート済の各メッシュの

数値が全数に占める割合を累積した量である．ジニ係数

とは，グラフ全体の面積を 1 としたときに完全平等線

（45度線）とローレンツ曲線とで囲まれる面積を 2倍し

た値である．偏りが全くない場合ローレンツ曲線は完全

平等線に沿った直線になり，ジニ係数は 0 になる．偏り

が大きいほど，完全平等線からの乖離が大きくなり，ジ

ニ係数も大きくなる．ジニ係数は地域間の相対変化を検

討するには参考になるが，いくつ以下であれば望ましい

といった定量的な基準はない．最後に，潜在アクセス可

能人口を求め，得られたローレンツ曲線を用いて，各施

設への潜在アクセス可能人口の都市内分布を確認した．

各施設への潜在アクセス可能人口は次のように定義した． 

 

𝑃𝐴𝑃௜ =  𝑃௜ × 𝐹௜௝ 

{i|1 ≦ i ≦ 26017,   i ∈ Ν}，{j|1 ≦ j ≦ 8,   j ∈ Ν} 

PAP:潜在アクセス可能人口(人) 

P:メッシュ人口(人) 

F：15 分圏内施設の総数 

i:対象とするメッシュ 

j:対象とする生活利便施設の種類 

 

潜在アクセス可能人口とは，各メッシュにおける 15

分圏内の施設の供給度を示す 15 分圏内施設の総数に，

重みとしてメッシュ人口を乗じたものであり，各メッシ

ュにおける居住者の施設への 15 分以内のアクセス機会

表-1 生活利便施設の概要 

 

図-2 各メッシュにおける 15 分圏内施設の概要

図-3 最短アクセス距離分布  

生活利便施設 概要 施設数

飲食店 飲食店 5,091

食料品

取扱施設

スーパーマーケット，コンビニエンス

ストア，大手ドラッグストア
1,708

金融施設 銀行，郵便局 483

教育施設 幼稚園，小学校，中学校などの学校 635

医療施設 病院，診療所，歯科診療所 2,808

福祉施設 高齢者，障がい者，児童福祉施設 8,600

文化施設 美術館，資料館，図書館など 487

都市公園 街区公園，近隣公園，都市公園など 2,589
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を推測する指標である． 

各ローレンツ曲線とジニ係数，潜在アクセス可能人口

の都市内分布を図-4，図-5にそれぞれ示す．また，15分

圏内に対象の施設がないメッシュ内人口をアクセス不可

能人口としたとき，全人口に対する割合を表-2に示す． 

 

4. 分析結果 

図-3，図-4 より，「第 2 次札幌市都市計画マスタープ

ラン」に定められている主要拠点を含む 76％の区域に

おいて，8種類の生活利便施設全てに徒歩 15分以内でア

クセス可能であり，施設の多様性に富んでいることが分

かる．十分にニーズを満たすことのできない区域は主に

市街化区域の外郭に分布する．図-2 より， 各施設への

最短アクセス距離は，多くのメッシュで徒歩 15 分圏内

である 1km より短くなるような分布が全施設に共通し

てみられる．福祉施設と都市公園は最短アクセス距離の

平均が短いが，金融施設と文化施設は他施設に比べ，最

短アクセス距離の平均が長く，最短アクセス距離が 2km

以上のメッシュが多い．図-5より，人口分布から算出さ

れたジニ係数は 0.40 であり，これを下回る値となった

施設は，教育施設，福祉施設，都市公園であった．これ

らの施設は，人口分布に比べ，均一に配置されている．

逆に，上回る値となった施設は，飲食店，金融施設，医

療施設，文化施設であった．これらは，人口分布以上の

集中性を示している．また，施設数・潜在アクセス可能

人口から算出されたジニ係数の最小値・最大値の 80%タ

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図-4 ローレンツ曲線とジニ係数 

 
図- 5 潜在アクセス可能人口分布 

表-2  アクセス不可能人口 

 

生活利便施設 アクセス不可能人口 全人口に対する割合

飲食店 13,685 0.68%

食料品

取扱施設
12,664 0.63%

金融施設 147,308 7.34%

教育施設 41,752 2.08%

医療施設 7,423 0.37%

福祉施設 71 0.00%

文化施設 146,378 7.29%

都市公園 18 0.00%
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イル値は，それぞれ[都市公園：0.90，飲食店 0.93]，[都

市公園：0.93，飲食店：0.99]である．すなわち，市内の

居住区域において，各メッシュでの施設の供給度の上位

20%のメッシュ及び各メッシュにおける居住者の施設へ

の 15 分以内のアクセス機会の上位 20%は，全メッシュ

の 10％にも満たないごく一部のメッシュに限られるこ

とがわかる．図-6より，各施設への潜在アクセス可能人

口は，「第 2 次札幌市都市計画マスタープラン」に定め

られている主要拠点を中心に集中している．逆に，各施

設へ 15 分以内にアクセスできない区域は市街化区域の

外郭に分布している（図-4 青部分）．表-2 より，市内の

居住区域において，おおよその全人口が福祉施設・都市

公園へ 15 分以内にアクセスできることがわかり，逆に

金融施設・文化施設へ 15 分以内にアクセス不可能な人

口は，他施設に比べて多いことが読み取れる．ただし，

これらの施設は，コンビニエンスストアの ATM による

代替や文化施設以外にもコミュニティ形成の場があるた

め，既存施設の複合的な利用による改善が可能である． 

 
5. 結論 

 本研究は各種データベースと令和 2 年簡易 100m メッ

シュ人口データを用いて，札幌都市圏における 15 分都

市の成立可能性を推察した．本研究から，得られた知見

を以下に示す． 

(1) 札幌市の居住区域のうち，76%の区域では徒歩 15分

以内で日常的な生活利便機能のニーズを満たせるこ

とが確認できた．ニーズを満たすことのできない区

域は，主に郊外に位置する．そのため，郊外では徒

歩に代わる移動手段を必要とする． 

(2) 市内の居住区域において，人口分布に比べ均一に配

置されている施設は，教育施設，福祉施設，都市公

園である．人口分布以上に集中している施設は，飲

食店，金融施設，医療施設，文化施設である． 

(3) 市内の居住区域において，各メッシュでの施設の供

給度の上位 20%のメッシュ及び各メッシュにおける

居住者の施設への 15 分以内のアクセス機会の上位

20%は，全メッシュの 10％にも満たないごく一部の

メッシュに限られ，そのメッシュは主に札幌都心部

や都心部に近い主要拠点に分布する． 

(4) 各生活利便施設への潜在アクセス人口は，「第 2 次

札幌市都市計画マスタープラン」に定められている

主要拠点を中心に集中しており，主要拠点における

施設への 15 分以内のアクセス機会は豊富であり，

生活の自立度は高い． 

 以上のことから，札幌の居住区域において，施設の多

様性や施設への 15 分以内のアクセス機会を考慮した場

合，札幌都心部や都心部に近い主要拠点では，徒歩によ

る 15 分都市を実現できると考えられる．しかし，市街

化区域の外郭では，徒歩に代わる移動手段がなければ

15 分都市の成立が難しい． 

 今後の課題として，この評価では施設毎のサービスの

質や歩行環境に触れておらず，実生活での利便性と差が

生ずるため，生活利便施設のサービスの質の指標化，居

住者の年代別の施設に対するニーズの差異や歩行環境の

インフラ（歩道・街灯・道路の横断性など）を考慮する

など 15 分都市の成立可能性をより多角的に確認するこ

とが挙げられる． 
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